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特集／持続可能な地域コミュニティの形成に向けて
くらしと社会に関する意識調査にみる社会的つながりと
信頼醸成
千葉大学法経学部准教授　　
大石　亜希子
高齢化と人口減少
　本日は信頼醸成について報告する予定になっておりますが、その前に、高齢
化と人口減少というマクロの人口動態を見ながら、私たちがどのような社会に
向かっているのかについて説明をしたいと思います。
　まず、出生数と出生率についてですが、団塊の世代が生まれた 1947～ 49
年の 3年間には、年間 250万人を超える子どもが生まれていました。しかし
足元の 2009年の出生数は年間 107万人に過ぎません。日本の出生率は、2005
年に 1.26という最低記録を更新した後はやや上昇（2009年で 1.37）してい
ますが、出生数は 2005年から 2006年にかけて上昇した後は、減少が続いて
います。
　高齢人口（65歳以上人口）と現役世代の人口比は、2005年には 1：3でしたが、
2030年には 1：1.7、つまり、1.7人で一人の高齢者を支える社会となります。
2055年にはさらに高齢化が進み、1.2人で一人の高齢者を支える社会になる
ことが見込まれています。
　さて、2030年には 1.7人で一人の高齢者を支えるといっても、数字が示す
以上に高齢化の負担は重くなる可能性が高いのです。第 1に、高齢者の質が
変わります。2030年には、65歳以上人口の約 3分の 2を 75歳以上の後期高
齢者が占めるようになります。これと並行して、後期高齢者が世帯主となる世
帯の数も、2005年には 554万世帯であったものが、2030年には 1110万世帯
千葉大学　公共研究　第７巻第１号（2011 年 3 月）
47
へと倍増すると見込まれています。
　第 2に、高齢者を支えるほうの現役世代も質が変化します。まず、単独世
帯の割合が 2005年の 29.5%から 2030年の 37.4%へと上昇します。単独世帯
は、2人以上世帯と比較して生活面・経済面のリスクに対して脆弱ですが、そ
うした状況にある人たちが支える側の多くを占めることになるわけです。
　つぎに、女性の生涯未婚率も上がります。2005年時点では 7.25%と推計さ
れています（国立社会保障・人口問題研究所「人口統計資料集 2010年版」）が、
2030年には 23%を超えると見込まれています。ちなみに、男性の生涯未婚率
は 2005年時点でも 15.96%（同）と女性の 2倍以上の水準にあるので、2030
年には 40%近くに達するでしょう。こうした差が生じるのは、一部の男性は
複数回結婚する傾向があるためです。
　さらに、40代後半に達した段階で出生児数がゼロの女性が 2005年の 15%
から 2030年には 37%へと上昇します。つまり、支える側の世代も、配偶者
がいなかったり子どもがいないなど、家族のネットワークがあまりないような
人々が主体となるのです。先ほど、数字が示す以上に高齢化の負担は重くなる
といったのは、そういう意味からです。
　高齢化と人口減少は、人々のライフスタイルやコミュニティのあり方を大き
く変えていくことになるでしょう。例えば、老後の生活というのはこれまでと
全く違うものになります。先ほどの数字に基づいてイメージすると、子どもや
孫に囲まれた老後生活を送ることができるのはごく一部の人々に限られるよう
になります。現在子育て中の 30～ 40代のうち、4割近くは孫を持てず、孫が
ひとりでもいれば幸運という状況になるでしょう。
おともだち密度
　子どもにとっての生活も、全く違うものとなります。都市部を除いて、同学
年の友達が少ししかいない、交友範囲が限られた中で子どもたちは成長するよ
うになります。図 1は、各年のゼロ歳児の人口密度を都道府県別に表したもの
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図１　おともだち密度（1947 年、2030 年）
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です。私はこれを「おともだち密度」と呼んでいます。なぜなら、この数値は
子どもにとって、1キロ四方の範囲に同年齢の子どもが自分を含めて何人いる
かを表しているからです。1キロというのは、子どもにとって徒歩で 10～ 15
分程度の距離であり、活動範囲として適当な距離だと思われます。子どもは同
年齢の近所の友達と交流し、切磋琢磨しながら社会性を育んでいくものですが、
そういう仲間が果たして地域に何人いるのかを、この「おともだち密度」で大
まかに把握してみようと考えました（図 1）。
　まず、ベビーブーム期の 1947年には、おともだち密度は全国平均で 7人
でした。最もおともだち密度が高いのは東京で、75人に達していました。し
かし 2000年になると、全国平均のおともだち密度は 3人にまで減少していま
す。東京・神奈川・大阪などは 2000年時点でも 20人以上を維持していますが、
全国的には 2を割り込む県が増えています。おともだち密度が 2を割り込むと、
自分の他には 1平方キロの範囲内に同年齢の友達が 1人いるかいないかとい
う状態になり、1を割り込むと、1平方キロあたりでその年に子どもが生まれ
ていないということになります。2000年には 47都道府県のうち 17県が 2を
割り込んでいました。2030年になると、2を割り込む地域がさらに増加します。
2000年時点では 10人を超えていた千葉県も、2030年には 10人を割り込み
ます。ただし、これは県内に均等に子どもが分布していると仮定して計算した
指標であって、実際には都市部など特定地域に人々は集住しますから、現実の
おともだち密度はここでの試算よりは高くなる可能性はあります。
　とはいえ、同学年の子どもが少ないという状況は、コミュニティにも深刻な
影響を及ぼしつつあります。例えば、2009年度には 332校の公立小学校が廃
校になりました。2001年以降、毎年 200～ 400校近い公立小学校が廃校となっ
ています。小学校というものは、地域コミュニティの核のひとつであり、多世
代が交流しながら相互に共有できる記憶を形成する場でもあります。しかし、
少子化に伴って学校行事やクラブ活動、PTA活動を維持することが困難にな
り、小学校の統廃合が進んでいます。
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　今後、人口減少が顕著になるなかで、どのようにしてコミュニティを維持し
ていくのか。さらには、コミュニティの基礎となる人々の間の信頼をどのよう
にして築いていくことができるのか。そうした問題意識から、「くらしと社会
に関する意識調査」の分析に着手したわけです。
「くらしと社会に関する意識調査」
　このプロジェクトの中で私は、同じ法経学部の小川哲生先生と、ソーシャ
ル・クオリティ（社会の質）の国際比較研究を進めています。我々 2名のうち、
小川先生がソーシャル・クオリティの概念的な部分を担当され、私はアジア各
国と共通の枠組みを用いて調査を実施し、ソーシャル・クオリティの計測を行
う部分を担当しています。「くらしと社会に関する意識調査」は、ソーシャル・
クオリティ計測の一環として実施されたものです。
　ソーシャル・クオリティの概念は、欧州で発達してきているものでありま
して、1990年代後半から著しい展開を見せています。2009年度に刊行された
『公共研究』第 6巻第 1号に小川先生によるソーシャル・クオリティの解説が
ありますので、是非そちらもお読みください。ソーシャル・クオリティの理論
的発展の背景には、従来型の GDPのような経済指標に対する違和感、経済政
策に従属しがちな社会政策のあり方を見直す機運の高まりがあったと言えます。
欧州にはじまるこうした動きに呼応して、アジアの社会政策の研究者の間でも
ソーシャル・クオリティの考えかた、すなわちソーシャル・クオリティ・アプ
ローチが広まりつつあります。現在、韓国、台湾、中国、香港、タイ、インド、
インドネシア、オーストラリア、そして日本の研究者が連携し、アジアのソー
シャル・クオリティを追究するためのネットワークを構築しています。
　「くらしと社会に関する意識調査」は、ソーシャル・クオリティ・アプロー
チに沿って設計され、ほぼ同じ調査票を用いた調査がすでに韓国、台湾、タイ、
オーストラリア、そして香港と中国本土の一部で実施されています。調査から
得られたデータは、データ・クリーニングを行った後に参加国間で共有し、国
千葉大学　公共研究　第７巻第１号（2011 年 3 月）
51
際比較研究に役立てることになっています。今回はまだデータセットが完成し
ていない段階ですが、今後、国際比較を通じて日本のソーシャル・クオリティ
の特質を把握することが期待されます。
　同調査は 2009年 12月に実施されました。調査対象は全国の満 20歳以上の
個人 1,000人です。代表性を保つように標本設計を行い、委託した調査会社の
調査員による訪問留置訪問回収法で実施されました。
なぜ「信頼」か
　さて、本報告のテーマは信頼（trust）の醸成です。なぜ信頼にこだわるのか。
先ほど述べたように、人々の間の信頼はコミュニティの基礎をなしている。そ
れだけでなく、より広くとらえると、信頼はソーシャル・クオリティのあらゆ
る面に共通する土台となっているのです。これはアジアのソーシャル・クオリ
ティ・ネットワークに参加しているフリンダーズ大学（豪）のポール・ウォー
ドが指摘していることです。
　ソーシャル・クオリティ・アプローチとは全く異なる考え方をする経済
学の分野でも、信頼に対する関心が近年になるほど高まっています。古くは
Arrow（1972）が社会の発展について考察する中で「相互信頼の欠如が経済
的後進性の要因となっている」と指摘したこともありました。比較的新しい研
究である Sapienza, Toldra, and Zingales （2007） によると、信頼をテーマと
して取り上げた経済学の論文は 7000本ほどあるそうです。それだけ経済学の
世界でも、信頼が注目されるテーマとなってきているということです。
　経済学の立場からは、信頼は社会にとって潤滑油の役割を果たしていると
よく言われます。別の言い方をしますと、信頼は取引費用（transaction cost）
を低減させるのです。例えば、相手による裏切りの可能性を考えて疑心暗鬼に
なりながら取引をする場合と、相手が誠実に対応してくれると信じることがで
き、契約が履行されることを十分に確信できて取引する場合とでは、大きな違
いがあります。相互に信頼が成立していれば、お互いの行動を監視するための
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費用や、裏切りによる損害に備えたリスクプレミアムを考えなくて済むわけで
す。
信頼の指標化
　本報告の実証分析では、信頼を以下のような方法で指標化しています。用い
るのは、「たいていの人は信用できる」かどうかという設問です。この設問は、
世界価値観調査（World Values Survey）の言い回しをそのまま用いています。
世界価値観調査は継続的に実施されている国際的にも有名な調査で、この調査
を用いた研究論文が多数あります。先に挙げた経済学分野での論文も、この設
問を信頼指標として用いているものが多いのです。
　具体的な設問を見ましょう。「「たいていの人は信用できる」と思いますか、
それとも「人と付き合うときは用心するに越したことはない」と思いますか」
と質問しています。二者択一で「あなたの立場に近いほうを選んでください」
としているので、本報告では「たいていの人は信用できる」を選択した場合を
1、そうでない場合を 0とする、ダミー変数を作成しています（図 2）。
　参考までに、世界価値観調査において、「たいていの人は信用できる」と回
答した日本人の割合がどう推移してきたかを見てみましょう（図 3）。1995年
以降は低下傾向にあるものの、2008年調査でも 4割近い人々が「たいていの
図 2　人に対する信用
（出所）「くらしと社会に関する意識調査」（千葉大学）
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人は信用できる」と回答しています。他の国々と比較しますと、日本における
人々の信頼度はかなり高いほうに入ります。例えば同じ 2005年の韓国と比較
してみると、10ポイントほど上回っています。
図 3　世界価値観調査による信頼の推移
（出所）World Values Survey
（日本）
図 4　人に対する信頼
（出所）「くらしと社会に関する意識調査」（千葉大学）
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図 5　制度や組織に対する信頼
（出所）「くらしと社会に関する意識調査」（千葉大学）
　「くらしと社会に関する意識調査」では、ほかにも信頼についての質問を設
けています。まず、人的な信頼の対象について（図 4）。「1：完全に信用して
いる」割合が突出して高いのは「家族」で、83%に達しています。次いで「か
かりつけの医師」（31%）、「知人」（28%）、「近隣の人」（16%）という順番になっ
ています。逆に、「4：全く信用していない」割合が高いのは、「あなたと違う
宗教の人」（24%）、そして「国の政治家」（23%）です。
　次に、制度や組織に対する信頼について（図 5）。「1：完全に信用している」
と「2：少しは信用している」を合わせてみると、「新聞」や「TV」といったメディ
ア、そして「警察」、「司法制度」、「自衛隊」に対する信頼が比較的高い傾向が
見て取れます（ただしこの調査は検察不祥事が起こる前の 2009年 12月に実
施されたことに注意が必要です）。一方、「4：全く信用していない」割合が高
いのは、「慈善団体や人道組織」（14%）と「政府」（12%）です。
　そこで、先ほどの「たいていの人は信用できる」という信頼指標の変数と、
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人的な信頼そして制度や組織に対する信頼の変数の間にどのような関係がある
かを検討します（図 6）。第 1に、人的な信頼に関するすべての項目は、信頼
指標と統計的に有意に正の相関を持っています。その中でも相関係数が高いの
は「他人」や「知人」に関する項目です。つまり、「たいていの人は信用できる」
と回答した人ほど「他人」を信頼する、あるいは「知人」を信頼する傾向が強
いということになります。
　第 2に、制度や組織に関する項目の中では、「慈善団体や人道組織」が信頼
指標と特に強い相関をもっており、これは統計的にも有意です。先ほど見たよ
うに「慈善団体や人道組織」についてはネガティブな評価をする人が多かった
のですが、「たいていの人は信用できる」と回答した人ほど、「慈善団体や人道
組織」についてもポジティブな評価をする傾向があることを意味しています。
　全体として、信頼指標は人的な信頼や制度・組織に対する信頼の個々の項目
と正の相関をもっていることから、信頼度全般を表す指標として用いることが
できると考えられます。
図 6　信頼との相関係数
（注）＊は 5%水準で統計的に有意。
（出所）「くらしと社会に関する意識調査」（千葉大学）
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実証分析
　以上を踏まえて実証分析に入ります。ここでは「たいていの人は信用できる」
という信頼指標が何によって決定されているのかを分析します。説明変数とし
て用いるのは、①各種の個人属性、②社会的つながりの指標、そして③地域属
性です。個人属性には、世帯収入、年齢、性別、学歴、子どもの有無、従業上
の地位を含めています。社会的つながりの指標は、「くらしと社会に関する意
識調査」から得られる近隣とのつきあい、社会的な交流、そして社会参加の頻
度を集計し、指数化して作成しました。
　この指標は Putnam（1993）の提唱する社会関係資本という概念を参考と
しています。ただし、Putnamが社会関係資本を「信頼・規範・ネットワーク
といった、人々の協調行動の促進を通じて社会の効率性を高める」ものと位置
づけて、従来の人間的なソーシャル・ネットワークだけではなくて、自然環境
や社会経済的な資源にも着目しているのに対し、ここで用いている情報は、ソー
シャル・ネットワークにとどまっています。実際、社会関係資本というものを
どのように計測するのか、どのようにして指標を作るのか、そして作成された
各種の社会関係資本の指標が適切なのかどうかについてはまだ多くの議論があ
ります。本研究でも将来的には社会関係資本の計測を試みたいと考えています
が、現時点では社会的なつながりの指標と呼び、分析に含めることとします。
　地域属性には、都道府県別の人口密度、人口密度の二乗、犯罪率、ジニ係数、
生活保護率を含めています。人口密度とその二乗項を含めた理由は、以下の通
りです。人々が交流し、信頼関係を築くには、ある程度の接触の容易さが必要
と考えられます。その一方で、過密になると衝突や葛藤が生じたり、それを避
けるために接触を控えたりするかもしれない。そうした仮説を持っています。
犯罪率については、信頼に関する先行研究でしばしば取り上げられている変数
としてここに含めています。犯罪が身近にある状況では、人々の間に信頼関係
を築くことが難しいと考えられます。所得格差を表すジニ係数、そして地域の
貧困率の代理指標として用いた生活保護率については、Alesina and Ferrara
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（2002）を参考にしています。この米国での先行研究では、所得格差の大きい
地域では人々の信頼度が低いという傾向が指摘されています。そこで、人々の
信頼が格差に影響されているのか、それとも貧困に影響されているのかを検討
したいと思います。
　推計結果は、各変数の限界効果で表示しています（表 1、表 2）。まず、個人
属性について検討すると、世帯収入や年齢は、ここでは信頼に有意な影響を及
ぼしていません。一方、女性は男性よりも 10ポイントほど信頼しやすい傾向
が読み取れます。ただし有意水準は 10%であることに注意が必要です。学歴
の影響は顕著です。学歴が高く、知識が豊富になるほど懐疑的になり、人を信
頼しにくくなるのではないかとも考えられるのですが、実際には逆で、教育水
準が高い人ほど信頼度が有意に高くなっています。ここでの比較の基準は中卒
表 1　信頼についてのプロビット推定結果（1）
 （N=854）
限界効果 標準誤差
世 帯 収 入 0.000 0.000
年　　　　　齢 0.002 0.002
女　　　　　性 0.103＊ 0.056
高　　　　　卒 0.090＊ 0.048
専 門 学 校 卒 0.151＊＊ 0.074
短大・高専卒 0.152＊＊ 0.070
大 卒 以 上 0.221＊＊＊ 0.052
子 ど も あ り －0.003 0.053
正 規 職 員 0.080 0.070
非正規労働者 －0.051 0.064
自　　営　　業 0.091 0.070
引　　退　　者 0.151＊＊ 0.069
社会的つながり 0.002＊＊＊ 0.001
（注 ）地域属性としてジニ係数、犯罪率、人口密度、人口密度 2を使用し
た際の推計結果。＊は 10%、＊＊は 5%、＊＊＊は 1%水準で統計的に有意。
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なのですが、例えば中卒と比較して、高卒は 9ポイント、専門学校卒は 15ポ
イント、短大・高専も 15ポイント、大卒は 22ポイントほど信頼しやすい傾
向にあります。子どもの有無、正規職員か非正規か、自営業化といった事柄は、
信頼度に有意な影響を及ぼしていません。しかし、引退している人は、年齢や
収入などをコントロールした上でも有意に人を信頼しやすい傾向にあります。
　社会的なつながりの指標は、限界効果としては小さいのですが、信頼度と有
意に正の関係を持っています。すなわち、豊富な社会的なつながりを持ってい
る人ほど、人に対する信頼度が高いという結果になります。
　地域属性と信頼の関係をみましょう。第 1に、格差の指標であるジニ係数は、
人口密度の変数を含めた推計と含めない推計のいずれでも、信頼度に影響を及
ぼしていません。一方、貧困の指標としての生活保護率に関しては、人口密度
を含めない推計では、有意に負の影響を及ぼしています。つまり、地域の貧困
度が低いほど、人々の信頼度は高いことを意味しています。ただし、人口密度
の変数を含めると、係数はいぜんとして負ではあるものの、統計的に有意では
なくなります。犯罪率の係数はどの推計でも負で、犯罪率が高いほどその地域
の人々の信頼度が低下することを意味しており、これは先行研究と整合的です。
ただし、人口密度の変数を含めない推計では、犯罪率は統計的に有意ではなく
なります。
表 2　信頼についてのプロビット推定結果（2）
モデル 1 モデル 2 モデル 3 モデル 4
ジ ニ 係 数 0.714 0.020
生活保護率 －0.004 －0.005＊＊
犯　罪　率 －0.009＊＊ －0.002 －0.008＊＊ －0.005
人 口 密 度 0.085＊＊＊ 0.072＊＊＊
人口密度 2 －0.009＊＊＊ －0.007＊＊＊
（注 ）各変数の限界効果の比較。他の説明変数は表 1の通り。＊＊は 5%、＊＊＊は 1%水
準で統計的に有意。
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　人口密度とその二乗項は非常に有意な影響を及ぼしています。レベル（人口
密度）の係数がプラス、二乗項の係数がマイナスですから、人口密度の上昇に
伴って信頼度も上昇する半面、一定水準を超えると逆に信頼度が低下していく
ことがわかります。
　以上をまとめると、次のようになります。まず、人々の間の信頼を築く上で
教育水準は重要な意味をもっています。次に、社会的なつながりが豊富なほど、
信頼は高まるという関係にあると考えられるということです。さらに、地域に
おける格差よりも貧困のほうが、信頼度に影響を及ぼしているのではないかと
考えられるということです。ただし、これは変数の選択によって有意度が異な
りますので、結論は留保したいと思います。それから人口密度の影響を見ます
と、どうやら都市化の程度と信頼の関係について、線形ではなくて非線形な関
係が見て取れます。信頼という点では、どこかに最適な人口密度というのがあ
るのではないかと考えられるのです。
　今回は初歩的な分析に留まっておりまして、社会的なつながりの把握の仕方
なども今後検討する必要がありますし、変数の選択についても今後改善してい
きたいと思います。さらに、各国のデータセットが入手できましたら、国際比
較を行いながらコミュニティ形成に向けてのインプリケーションを導き出して
いきたいと考えています。
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■質疑応答
宮﨑文彦（司会・千葉大学国際教育センター）：ありがとうございました。そ
れではご質問をお受けいたします。
広井良典（千葉大学法経学部）：大変興味深く伺いました。最後の都市化と信
頼の何らかの最適人口密度があるのか、というのは非常におもしろい論点かと
思うのですが、つまり 3段階ぐらいに分けて、農村部と中都市ぐらい、それ
から東京のような大都市圏で、これは単純に言うと地方都市ぐらいで一度信頼
度が下がっていたけれども、後は上昇するというのか、あるいは大都市圏では
逆に下がるとか、そういうイメージで考えていいものでしょうか。
大石：この調査を用いたプレリミナリーな分析を倉阪先生がなさった時に、人
口規模による違いを指摘されていましたので、今回、私も都市化を説明変数に
含めたという経緯があります。そこでご質問の点ですが、ここで私が使用して
いるのは人口密度であり、都市化の指標としての人口規模とは必ずしも対応し
ていないかもしれません。それでも、先生がご指摘のように地方都市レベルな
ら人々の間で信頼関係を築きやすい状況が生まれるというのは、一つの仮説と
して考えられると思います。
倉阪秀史（千葉大学法経学部）：今の点の補足ですが、私が単純にやったのは、
つながりのほうなのです。農村部だと社会的なつながりが薄いとか、人と一緒
のクラブに行くようなことがないということです。そして、大都市になっても
つながりがどちらかとしたら希薄になっているという話だったと思います。社
会的つながりと信頼自体がかなり相関が高いので、信頼であってもどこかに
ピークがあるという話で、かなりおもしろく聞かせていただきました。
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大石：補足していただきましてありがとうございます。今、倉阪先生がご指摘
のように、信頼と社会的つながりは内生性があるかもしれないので、今後は内
生性をコントロールする計量的な手法を用いて分析する必要があると思います。
フロア：この研究の目的を教えてください。
大石：はい。この研究の目的は、ソーシャル・クオリティの計測をすることで
す。とはいえ、社会の質というものを、何かひとつの指標に集約するというこ
とではなく、様々な指標を使い、国際比較もしながら社会の質を把握し、政策
立案に役立てていくことが目的です。その一方で、今回の調査はこのプロジェ
クトの中で実施しているという性格上、コミュニティ形成に関しても社会の質
は重要な影響を及ぼしていると考えられますので、今回はコミュニティ形成に
関するインプリケーションの導出に重点を置いたというわけです。
